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各 所 属 長 殿

青 森 県 警 察 本 部 長

航空法に基づく都道府県公安委員会に対する協議について

航空法等の一部を改正する法律（令和３年法律第65号。以下「改正法」という。）が令

和３年６月11日に公布され、改正法のうち、旅客等に対する保安検査の受検の義務付け

等に関する制度の導入に係る改正規定については、令和４年３月10日に施行することと

されている。

改正法第１条の規定による改正後の航空法（以下「新法」という。）第131条の２の５

第９項、同法第131条の２の６第４項又は同法第134条第５項においては、国土交通大臣

が命令、報告徴収又は立入検査を行う場合における関係する都道府県公安委員会との協

議（以下「新法に基づく協議」という。）について規定されているところ、その運用は、

下記のとおりとするため、遺漏のないよう対応されたい。

なお、本通達は、警察庁において国土交通省と協議済みである。

記

１ 保安検査に関する規定

(1) 保安検査を行う者の義務

新法第131条の２の５第７項において、同条第４項又は同条第６項の検査（以下「保

安検査」という。）を行う者は、当該保安検査に関する業務を他の者に委託するとき

は、国土交通省令で定める基準に従い、当該委託する業務の適正な遂行を確保する

ために必要な措置を講じなければならないこととされている。

(2) 保安検査業務を受託する者の義務

新法第131条の２の５第８項において、同条第７項の規定により業務の委託を受け

た者（以下「保安検査業務受託者」という。）は、国土交通省令で定める基準に従い、

当該委託を受けた業務の適正な遂行を確保するために必要な措置を講じなければな

らないこととされている。

(3) 委託に関する基準

新法第131条の２の５第７項の規定に基づき国土交通省令で定めることとされてい



る基準は、航空法施行規則及び民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関す

る法律施行規則の一部を改正する省令（令和３年国土交通省令第76号）による改正

後の航空法施行規則（以下「新規則」という。）第235条の４の13において、次のと

おりとされている。

ア 保安検査業務受託者に対し、次に掲げる事項を提示すること（同条第１号）。

・ 連絡体制その他保安検査に関する業務の適正な遂行及び管理のために必要な

体制（同号イ）

・ 当該業務の適正な遂行に必要となる検査員の配置に係る情報（同号ロ）

・ 当該業務の適正な遂行に必要となる教育訓練の内容（同号ハ）

・ 当該業務の手順等であって、当該業務に関する法令等の遵守に関する事項そ

の他当該業務の適正な遂行を確保するための事項（同号ニ）

イ 当該業務の実施状況を定期的に又は必要に応じて確認することにより、同条第

１号イからニまでに掲げる事項に従い保安検査業務受託者が当該業務を遂行して

いるかを検証し、必要に応じ是正させる等、保安検査業務受託者に対する必要か

つ適切な監督を行うこと（同条第２号）。

(4) 受託に関する基準

新法第131条の２の５第８項の規定に基づき国土交通省令で定めることとされてい

る基準は、新規則第235条の４の14において、次のとおりとされている。

ア 新規則第235条の４の13第１号の規定により提示された事項に従い、次に掲げる

事項を実施すること。

・ 同号イに掲げる事項に基づく体制の構築

・ 同号ロに掲げる事項に基づく検査員の適切な配置

・ 同号ハに掲げる事項に基づく教育訓練の実施

・ 同号ニに掲げる事項の遵守

イ 新規則第235条の４の13第２号の規定により保安検査業務委託者の確認を受け、

不具合等が発見された場合にあっては是正のために必要な措置を講じること。

２ 預入手荷物検査に関する規定

(1) 預入手荷物検査を行う者の義務

新法第131条の２の６第２項において、同条第１項の検査（以下「預入手荷物検査」

という。）を行う者は、当該預入手荷物検査に関する業務を他の者に委託するときは、

国土交通省令で定める基準に従い、当該委託する業務の適正な遂行を確保するため

に必要な措置を講じなければならないこととされている。

(2) 預入手荷物検査業務を受託する者の義務

新法第131条の２の６第３項において、同条第２項の規定により業務の委託を受け

た者（以下「預入手荷物検査業務受託者」という。）は、国土交通省令で定める基準



に従い、当該委託を受けた業務の適正な遂行を確保するために必要な措置を講じな

ければならないこととされている。

(3) 委託に関する基準

新規則第235条の４の18において、新規則第235条の４の13の規定は、新法第131条

の２の６第２項の国土交通省令で定める基準について準用され、次のとおりとされ

ている。

ア 新規則第235条の４の18において読み替えて準用する新規則第235条の４の13第

１号の規定により預入手荷物検査業務受託者に対し、次に掲げる事項を提示する

こと。

・ 連絡体制その他預入手荷物検査に関する業務の適正な遂行及び管理のために

必要な体制

・ 当該業務の適正な遂行に必要となる検査員の配置に係る情報

・ 当該業務の適正な遂行に必要となる教育訓練の内容

・ 当該業務の手順等であって、当該業務に関する法令等の遵守に関する事項そ

の他当該業務の適正な遂行を確保するための事項

イ 当該業務の実施状況を定期的に又は必要に応じて確認することにより、新規則

第235条の４の18において読み替えて準用する新規則第235条の４の13第１号イか

らニまでに掲げる事項に従い預入手荷物検査業務受託者が当該業務を遂行してい

るかを検証し、必要に応じ是正させる等、預入手荷物検査業務受託者に対する必

要かつ適切な監督を行うこと。

(4) 受託に関する基準

新規則第235条の４の19において、新規則第235条の４の14の規定は、新法第131条

の２の６第３項の国土交通省令で定める基準について準用され、次のとおりとされ

ている。

ア 新規則第235条の４の18において読み替えて準用する新規則第235条の４の13第

１号の規定により提示された事項に従い、次に掲げる事項を実施すること。

・ 同号イに掲げる事項に基づく体制の構築

・ 同号ロに掲げる事項に基づく検査員の適切な配置

・ 同号ハに掲げる事項に基づく教育訓練の実施

・ 同号ニに掲げる事項の遵守

イ 新規則第235条の４の18において読み替えて準用する新規則第235条の４の13第

２号の規定により預入手荷物検査業務委託者の確認を受け、不具合等が発見され

た場合にあっては是正のために必要な措置を講じること。

３ 命令、報告徴収及び立入検査に関する規定

(1) 命令



新法第131条の２の５第９項において、国土交通大臣は、危害行為防止基本方針、

同条第７項及び第８項の基準に照らして、保安検査を行う者又は保安検査業務受託

者の保安検査に関する業務の運営に関し改善が必要であると認めるときは、関係す

る都道府県公安委員会と協議の上、当該保安検査を行う者又は当該保安検査業務受

託者に対し、その改善に必要な措置を講ずべきことを命ずることができることとさ

れている。

また、新法第131条の２の６第４項において、国土交通大臣は、危害行為防止基本

方針、同条第２項及び第３項の基準に照らして、預入手荷物検査を行う者又は預入

手荷物検査業務受託者の預入手荷物検査に関する業務の運営に関し改善が必要であ

ると認めるときは、関係する都道府県公安委員会と協議の上、当該預入手荷物検査

を行う者又は当該預入手荷物検査業務受託者に対し、その改善に必要な措置を講ず

べきことを命ずることができることとされている。

(2) 報告徴収及び立入検査

ア 報告徴収に関する規定

新法第134条第１項において、国土交通大臣は、同法の施行を確保するため必要

があるときは、次に掲げる者に対し、航空機若しくは装備品の設計、製造、整備、

改造若しくは検査、航空従事者の養成若しくは知識及び能力の判定、航空身体検

査証明、空港等若しくは航空保安施設の工事、管理若しくは使用、航空機の使用、

航空業務、航空運送事業、航空機使用事業、危害行為の防止、無人航空機の飛行

若しくは設計、製造、整備若しくは改造又は航空運送代理店業に関し報告を求め

ることができることとされている。

なお、上記の「次に掲げる者」として、同項第13号において保安検査業務受託

者、同項第15号において預入手荷物検査業務受託者が規定されている。

イ 立入検査に関する規定

新法第134条第２項において、国土交通大臣は、同法の施行を確保するため必要

があるときは、その職員に、同条第１項各号に掲げる者の事務所、工場その他の

事業場、空港等、航空保安施設を設置する場所、空港等若しくは航空保安施設の

工事を行う場所、航空機若しくは無人航空機の所在する場所又は航空機に立ち入

つて、航空機、航空保安施設、無人航空機、帳簿、書類その他の物件を検査させ、

又は関係者に質問させることができることとされている。

ウ 報告徴収又は立入検査に伴う協議に関する規定

新法第134条第５項において､国土交通大臣は､同条第１項第13号又は第15号に掲

げる者に対し、同項の規定による報告を求め、又は同条第２項の規定による立入

検査をするときは、あらかじめ、関係する都道府県公安委員会に協議しなければ

ならないこととされている。



(3) 罰則規定

ア 立入検査の拒否等の罪

新法第158条の規定により、

・ 同法第47条第３項又は第134条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌

避したとき

・ 同法第134条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき

・ 同法第134条第２項の規定による質問に対して虚偽の陳述をしたとき

は、その違反行為をした者は、100万円以下の罰金に処することとされている。

イ 危害行為の防止に関する罪

新法第157条の３の２の規定により、

・ 同法第131条の２の５第９項（同法第55条の２第３項において準用する場合を

含む。）の規定による命令に違反したとき

・ 同法第131条の２の６第４項の規定による命令に違反したとき

は、その違反行為をした者は、１年以下の懲役若しくは150万円以下の罰金に処し、

又はこれを併科することとされている。

４ 協議上の留意事項

(1) 国土交通大臣による協議

国土交通大臣が行う協議については、国土交通省航空局において別途取扱要領が

定められることとなる。

なお、新法に基づく協議は、警察庁生活安全局を経由して行われることとなる。

(2) 協議に関する検討

警備業法（昭和47年法律第117号）第１条に規定する警備業務の実施の適正を図る

ためには、警備業者の実態を正確に把握し、適切な指導監督を行う必要がある。

そのため、都道府県公安委員会には、警備業者に対し、同法第46条の規定による

報告の徴収又は同法第47条第１項の規定による立入検査を行うことが認められ、立

入検査の結果等から、警備業者又はその警備員に法令違反行為等が認められる場合

には、都道府県公安委員会は、その内容に応じ、同法第48条の規定による指示、同

法第49条の規定による営業停止等の行政処分等の措置を講ずることができると規定

されている。

本部主管課は、都道府県公安委員会が警備業法に基づき警備業者の指導監督に関

し講ずべき措置を的確に講ずることを前提に、新法に基づく協議が行われた場合に

は、都道府県公安委員会が講ずる措置及び警備業法の運用に関する支障の有無等を

確認して回答を作成すること。

(3) 協議に対する回答

ア 様式等



新法に基づく協議に回答する際には、別添（回答例）を参考に、意見の有無を

明らかにするとともに、意見がある場合は、その内容及び理由を簡潔に記載する

こと。

イ 手続

協議に対する回答は、警察庁生活安全局生活安全企画課を経由し、国土交通省

航空局安全部安全企画課航空保安対策室に対し、文書又はメールにより、提出す

ること。

５ 参考資料

別添１ 航空法等の一部を改正する法律（令和３年法律第65号）

別添２ 航空法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（令和３年政令第

326号）

別添３ 航空法施行規則及び民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する

法律施行規則の一部を改正する省令（令和３年国土交通省令第76号）

担当 生活安全企画課

営業・危険物係
































































































